
弘前市における児童数の変遷と居住構造

間博士

I はじめに

は，一地方都市の都市内部について，近年の会立小学校の児諜:数の変遷と年齢別人口構

造との関孫を分析し，さらに，宅地造或などの居住構造の変fとが公立小学校の児童数に

にづいて考察することを昌的とするむ

として青森男弘前を取り上げ，弘前市の中でも，平成 2年ま

て，人口集中地区 (010) とみなされた地域を対象とした(凶 1)0 

おい

国1 弘前市人口集中地区内における公立小学校の学区

H 公立小学校の児童数と

(1 ) 公立小学校の児童数の変遷

1 第一大成 2 第二大成 3 : 

*東小学校は昭和57年に和穂小学校

より，花小学校;土手成3年に時敏

小学校より分離したコ

弘前公i詞 WffffAi弘前太学
科朴衿十 R線

戸弘前市立小・ rp学校の通学区域に
関する規突しより作成)

内における人口の

1 ，立国 lに示した各公立小学校における児童数の変遷を，また，関2は昭和55年から60年にか

けてと，昭和例年から平或 2年にかけての児童数の増減の様子を示したものであるつ

昌之の昭和55年~初年の国で~，j: ，致連・城東・松!京の各小学校で児童数が10%以上の増加を示し

ており，特に致j玄IJ、は， 27.8%の増加となっている。また，松原小は昭和60年~平成 2年では，

転して22.2%の減少となっている O

一方，昭和55年-60年で20%以上の減少を治しているの;え域西・茜・

これらは昭和60年~平成2年でも引き続き20話以上の減少を示しているι 開封60年~平成2年で他

にお%以上減少しているのは，小沢・ -丈京ー るf
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(2) 合立小学校学区内の人口の変翠

各公立小学校内の人口増減率を図 3に示し

図2と ると， はある

が相関性が高いことがわかる。また，昭和55

年~前年では，第一大或小が約9.8~久

大成小が約9.7%の減少率を示し，当時の

地D
 
D
 

昭和60年~平成2年で

も大きく減少している。

(3) 児童数が20話以上減少している小

学校の地理的位置・特性による分類

1 )都心タイプ

ドーナツ よって人口の減少が顕著

な地域であり，第一大或・第二大成小がこれ

る。この学区は，永い間弘前市の繁

として携読してきた土手町・駅前地区な

どを含むため，家産の老朽化や職住分離の傾

向， どによち，

の地域へと転出している地域であるD

も居住者が位

表1 各小学校における兜蜜数の変議
(各寺月 1[:3現在，人)

|昭和55年!昭和60年 平成2年ト?と成 5年

致 遠 61お 790 830 878 

域 語 779 615 485 439 

西 639 457 355 286 

時 敏 1129 I 1236 1260 664 

北 調ド * 680 
域 東 325 285 256 

手u 徳 1287 807 699 606 

東 * 567 462 533 

量互主邑A 院 580 617 643 586 

?高 キす 233 207 216 256 

朝陽| 531 443 368 361 

詰捜野 865 741 617 602 

小沢 899 988 727 582 

第 A大成 600 396 281 220 

第二大成 572 460 363 300 

第三大成 775 788 I 560 535 

文 /?， 1044 891 703 637 

き云 469 549 427 455 

二子 年ー 717 639 587 556 

堀 議; 326 328 326 314 

*東小学校は昭和57年に設立されたため昭和55年の

データが，北小学校辻平成3年に設立されたため昭

和55年から平成2年のデータが，それぞれ存在しな

い (r奇書県教ff委員会学校 a覧j より)

10.0話

0.0-9.9% 

匡昌一9.9…-0.0発
孟話器…19.9-一10.0%

掴園間 --20.0% 

。 5 k滋

図2 公立小学校の児意数の増減率く昭和55年-60年 昭和60年-~成 2

よち)
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幻想持住宅地タイプ

1O ~20年前に著しく住宅地化が進行した地域であ l人域酒・剖・小沢ー松軍小がこれに相当する C

このタイプについては，西- を例に，後に詳しく るつ

10.0予言

O.O~9.9 出

… 9.9~ 覧

臨醐 -19.9--10.0元

副聞厩 --20.0% 

国3 公立小学校学区内の人口の増減率く昭和55年~60年，明手1160年~平成 2

F弘前市立小・中学校の通学:区域に関する規則J，

3)都心・郊外住宅地混合タイプ

1 )と 2) をも含んだ地域であり，

部 弘前市内の居住構造と児童数との関係

新市街地域

桜ヶ説・縁ヶJi

2 :城東・外鯖

3 :松原・取j二

4 中野・城南

5 浜の町・石渡

より作成)

これに相当する

部顕治堵

6 清水

7 手nfIa
豊出

9 : ~棋越

10:千年

11:費問

弘前公園 ~ヨ弘前大手:

引榊什 JR線

匿4 弘前市人口集中地区内iこおける霞勢続罰区(平成21手) より
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し，は，年齢~Ijの人口講造とその増減につし

していくつは4，: その居住構造が把童数の場減に及ぼす影響につし

を子したのをあえ2に各統計区の人口増減率を示したむ冨の区割与を，

に多いと思われたためであるむ供に持つ親が甲

おいて増旗開~11ると，いずれの時期もしミ2におい

ピワ〕れは， 45自主未識の人々が45歳以上の層に組み込まれていくことに加え，

その地域に居住し続ける績向が強いことも要因として考えられるむがf丘く，ティ

各統計区における人口増減率表2
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より持成)

25-判長の年齢層を全人口と照らし合わせると 昭和55年-60年の清水・堀越のz地区続い

の人口増減率が，市全f本の値よ与母い地区では全人口が減少，市全体の値よりを除くとこ

という傾向が建認できるc このことかちも，五地[までは全人口が増加

していることは間違いないようであるc25-併設の年齢暑の増減が，全人口の増減に深く

1') ，国 2の児童数の増減したのカf図5市前地域を除く各統計区の25-44哉の人口増減率

しないため単純明挟

3などを参考にして

と学区

一本

w の際，

な比較は困難なので，平成 2年の各統計区における学区人口

いきたい 3
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10.0%~ 
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19.9--10.0ちる

闘聞聞 -20.0先

O 5 km 

図5 各統計区における25-44歳の人口増減率 より作成}

1 )昭和55年~前年

微減傾向の地区が多い中， 10%以上の増加を示しているのはj兵の野・石j草地区と醸北地区であるc

w れは，昭和53年より浜の町団地が造成され始めたことによって若年世帯が多く転入してきたため

事号
中野・綾南地;友

o 
qら

女

留s平成2年のヰ統計区における人口ピラミッド
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と思われる。図8に浜の町・石諜地区の人口ピラミソドを示し 他の地域より 25~39歳の出め

る割合が多いこと，その子供の年齢にあたる 5 14最の層も多いことがわかるり昭和60年における

浜の密J. 1J渡地Eの人口の90話語と藤代地豆の70完弱が，致遠小学区内に府f主しているが，図2の

昭和55年-60年を昆ると致遠小の児麓数が大きく増加していることがわかるコ

2)昭和60年~平成2年

20話以上の増揺を示すのが和徳・穀田・雛越の 3地区である。中でも堀錦地誌の増加率が最も大

きいが，松原小学区内に昭和60年頃より安原団地の造成が行なわれたこと，元々この年齢層が少な

かったことなどが要国と考えられる。同様に，和曹、地区では昭和51キより宮翠・青山田地が，豊田

地区では昭和]59年より第四域東団地が造成されている。表3において和能地底はz学匿に分けられ
るが，宮国・青LlJを学区とする時敏小は図2において児輩主主が増加を示し，日構造という点から

の増揺が期待できない域東小は児童数が減少している。豊田地呂も表3より 2学冠に分けら

れるが，第西城東などの団地が両方の学区において造成されているため， どちらの学校も

増加している。

袈3 平或2年の各統計区における学区人口の割合

統計区 小学校学区{統計区内に占める人口

桜ケ丘・緑ケ丘 i小沢 (64.2)、括提野 (24.6)、文京(11.2)

域東・外崎 i豊缶 (56.7)、東 (43.3)

松原・取上 i松原 (39.4)、第三大成 (36.拐、千年 02.3)、文京 02.2i

中野・域高 l文京 (00)

訴の町・石渡 j致達 (89.7入城西 00.3)

清 水;小沢 (39.2)、結擾野 (14.郎、朝陽 (11.8)、青蒋 i34.4j

和 語|域東 (52.1)、jとく時敏>(47.9) 

:駿

堀

出 i福村 (54.8)、豊田 (45.2)

越 1棉遮 (79.1)、松療 (20.9)

年 i千年 (65.4)、文京 04.6)、大和沢 (20.0i
代!致遼 (69.7)、三者 (30.3)

千

藤

戸弘前市立小・中学校の通学区域に関する規制J，

「平成2 より作成)

反対に最も減少しているのは按ヶ正・緑ケ丘地区であるむこの地区では，沼租44年から小沢田地

の造成が大規模に行なわれ，昭和50年代前半までに若年世帯として転入してきた人々が居性し続け

た結果，昭和前年から平或 2年の関に 45議以上の替に多くの人々が組み込まれていったものと思

われる。図Sでは，この地区は倍より40-的自主の騒が多いことが確認できる=十沢団地を学区とし

ているのは小沢小であるが，国2を見ると昭和的年~平成2年では史童数も大唱に減少しているむ

内
ぺ
J
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N 分離新設された小学校の児童数と，その学院内の世帯数の変遷

は，昭和40年代後半以降に分離新設された2つ いて，その史意数と の

を調べ，

(1) 西小学校

域密団地の拡大に伴い，昭和47年に城間小より，ほほ城西団地全体を学[2{とする西小が分離新設

について具体的に検討してしミく。

された9 西小における児叢数と学区内の世苦数の変遺を図 7，こ示したc これを見ると， ttt苦数が横

ミであるのに対し，児童数は著しく減少している c これは前曜の桜ヶfr:.緑ヶ

られ，西小学校[R内の世帯の高齢化が進んでいることが推測される。
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200 
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O.OLムー---LI 11  11  0 
DB利50年限おお年昭和60年子或2年不在5i手

0.01 1 1 1 1 

沼有;55年ヰj紛竺ぷ存子成5午

国7 2つの小学区内における世帯数・克震数の変化

より

(2) 松原小学校

文京小の児童数の増加により，昭和54年に松原小が分離新設されたコ留?を見ると，昭和60年か

ら平成2年にかけて，安!京団地の造成によって世帯数が増加してし hるのに対し，児童数は減少して

いる。これは，それまでの住宅地の世苦の高齢化により 相対的に児輩数が減少したものと叢澗さ

れる。

(3) 史意数の変還の相遣についての考察

以上の 2つの小学校は，

区内に安悪団地を造成することのできる土地がま

暢おいて異なる傾向をえせている?松原小:ま，学

されていたため，児童数は一境減少しても
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ぴ増加七たむ一方西小は，ほほ域西団地のみ とし，埠理的条件からこれ以上在宅地の拡大が

見込めないため，克童数は減少の一途をたどった。

V おわりに

本稿では，見童数の増減は， よって大き

な影響を受ていることが確認されたむ

これから将来にかけて，児童数は引き続き減少していくこと される。そのため，市の公共

施設建設費を可能な践り小さくするとしサ意味で，さらに公共施設・投稿の;有効利態という点か

ら考えても，城西・題小学校在どの慨をふまえて，公立小学校の分離を由選できるような住宅地化

の計画を考えていくべきであろう G
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